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1 証券取引等監視委員会 「告発の実施状況（平成 25 年 7 月末現在）」
http://www.fsa.go.jp/sesc/actions/koku_joukyou.htm 


































れかならず蔓延する。」という指摘は20世紀に入ってからも当を得ていた。Berle and Means 
(1932)は「所有と経営の分離」という概念を示し、アダム・スミスの指摘した株式会社の
問題について改めて言及しているのである。この現象は一般的に経営者革命と呼ばれる。 
                                               
3 A. スミス 前掲書、330-331 ページ。 
4 A. スミス 前掲書、2 ページ。 
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5 大株主上位 10名が所有する株式数の総株式数に対する割合。本研究時点では総株式数
のうち流通株式が５パーセント未満であれば上場廃止となっている。 




















































このフレームワークがトレッドウェイ委員会組織委員会（The CommITtee of Sponsoring 







図5 COSOフレームワーク 出所：「内部統制の統合的枠組み」を元に筆者が作成 
 
2002年に「サーベンス・オクスレー法」が制定された際に米国の証券取引委員会（SEC : 
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 犯罪の心理学における代表的な研究にCressy(1953)のOther People's Money: A Study in 









                                               
45 本間道子（2007）組織性逸脱行為課程-社会心理学的視点から- 多賀出版。 
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 しかし、これからは内部告発も怖いと述べている。もっとも D 氏は内部告発の頻発化を
歓迎している。 







 ライブドア社は 2004 年 9 月期に自社株の売却金を資本ではなく利益に計上し、それが

































                                               





















































                                               



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































No 職業 粉飾 理由 3期目（倒産回避） 起訴と刑罰 守りたいもの 背景
1 管 公開 内部告発 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員と事業 社風（教育）
2 経 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員 倫理観
3 管 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 重く感じる 従業員とブランド 経験上
4 管 公開 内部告発 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員と事業 社風
5 主婦 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員 倫理観
6 管 隠蔽 温い環境 する 重く感じる 従業員 経験上
7 経 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員と報酬 経験上
8 経 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員 倫理観
9 OB 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 重く感じる 従業員と評判 経験上
10 管 隠蔽 温い環境 する 重く感じる 従業員 経験上
11 経 公開 倫理 しない（再建が優先） 軽い 顧客と従業員 ドラッカー
12 OB 公開 内部告発 しない（再建が優先） 前科一犯（個人） 事業継続と従業員 経験上
13 管 隠蔽 温い環境 する 重く感じる 従業員 経験上
14 経 公開 清算 しない 関係無い ない ?
15 OB 公開 内部告発 しない（再建が優先） 前科一犯（個人） 事業継続と従業員 経験上
16 経 公開 清算 しない 関係無い ない ?
17 OB 公開 正義 しない ? 秩序 経験上
18 経 公開 正義 しない 妥当 従業員 倫理観
19 OB 公開 正義 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 自分 哲学本
20 管 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 重く感じる 従業員とブランド 経験上
21 経 公開 正義 しない 妥当 従業員 倫理観
22 OB 公開 内部告発 しない（再建が優先） 前科一犯（個人） 事業継続と従業員 経験上
23 管 公開 内部告発 悩む 重く感じる 従業員 躾
24 経 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員 倫理観
25 従 公開 内部告発 しない ? 自分 家風
26 管 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 重く感じる 従業員とブランド 経験上
27 経 隠蔽 事業継続 する 関係無い 従業員 ?
28 経 隠蔽 温い環境 する（事業継続が前提） 前科一犯（個人） 従業員 倫理観
29 経 公開 清算 しない 関係無い ない ?
30 経 隠蔽 事業継続 する 関係無い 社会 経験上
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めに粉飾を犯す経営者は減るだろうと想定されるのである。本研究時点で成立した自由民
主党政権は「失業なき労働移動」を政策として掲げており、これは粉飾防止のロジックモ
デルにおけるインプットである雇用の流動化に近い施策といえる。本研究では30人中16人
じつに53パーセント（粉飾を犯した18人の中では88パーセント）が従業員の雇用確保が故
に粉飾を犯しており、これもまた粉飾防止のロジックモデルにおいては要点となるインプ
ットだろう。 
次に倫理教育であるが、考察の項で議論したように、30人の実験結果からは、明確な有
意性は得られなかった。これもまたおそらくインタビューイーの数を増やす、もしくはイ
ンタビューイーを経営者や経営者OBに限定することによって倫理教育についての具体的な
知見は見いだされることであろう。 
累進課税は30人の被検体において一人しか言及していない。しかし、ドミナント・スト
ーリーにおける粉飾を犯す経営者のイメージが業績に連動した高額の報酬や株価に連動し
たストックオプションの誘惑に駆られるというものであるのに、実験においてはインセン
ティブのために粉飾を犯すという結果が無かったが故に、暗黙知として粉飾を予防する大
きな要素になっている可能性がある。これもまた、後進の研究において累進課税制度のな
い社会とある社会という環境設定において実験を行った場合にこの要素の重みが明確にな
るであろう。 
最後にここで本研究の意義を議論したい。本研究は人間は属性、環境、背景、罰則ある
いは損害の程度によって粉飾の判断が変わることを示した。また合理的行為理論と計画的
行動理論の統合モデルとしての粉飾の意識構造ロジックモデルは、これらの要素の変化に
応じて適切な説明を可能とする枠組みを提供することができている。この意識構造ロジッ
クモデルが実験結果の分析に有用であったことから、今後の粉飾を生む関係因子の多用な
実験の分析方法を提示した。今回の実験結果からも、粉飾を予防する制度等を提案するこ
とは可能であった。これまで粉飾実験の事例はほとんどなく、具体的な研究プラットホー
ムモデルを提示したことの意義は大きいと思われる。 
 研究の背景の項で述べたように大英帝国の東インド会社は密貿易商人との競争に負けた
ために株式会社として新生された。事業を継続させることによって効率性を上げ、密貿易
商人との競争に勝とうとしたのである。さらに株式会社は直接金融による大規模な設備投
資によって効率性をさらに向上させてきた。その結果、表れたのは大量生産、大量消費社
会であり、副作用として環境破壊や「成長の限界」の予測、粉飾行為だったのである。持
続可能な社会は極端に言えば、株式会社の利点が生かしにくい社会といえるだろう。資本
主義社会において利益の追求が唯一の目的である企業が自らの社会的責任を声高に叫びだ
したのは、法人としてこれからの社会が生きづらいということを本能的に感知しているか
らなのかもしれない。 
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